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■
財
政
状
況
の
悪
化

■
厳
し
い
財
政
見
通
し

　
昨
年
５
月
号
で
も
お
知
ら
せ
し
て
い

る
と
お
り
、
本
市
の
財
政
は
年
々
厳
し

い
運
営
を
迫
ら
れ
て
い
ま
す
。
こ
の
た

め
、
財
政
の
健
全
化
を
進
め
て
い
ま
す

が
、
今
後
も
よ
り
一
層
厳
し
い
状
況
が

待
ち
受
け
て
い
て
、
危
機
的
な
状
況
に

直
面
し
て
い
ま
す
。

　
そ
の
た
め
、
平
成
19
年
度
か
ら
28
年

度
ま
で
の
中
期
財
政
見
通
し
や
財
政
健

全
化
計
画
な
ど
を
盛
り
込
ん
だ
新
た
な

「
中
期
財
政
試
算
」
を
策
定
し
ま
し
た
。

今
月
号
で
は
こ
の
内
容
に
つ
い
て
お
知

ら
せ
し
ま
す
。

　
ま
ず
、
今
ま
で
の
財
政
状
況
の
分
析

で
す
が
、
悪
化
の
大
き
な
要
因
と
し
て
、

国
に
お
い
て「
三
位
一
体
改
革
」が
進
め

ら
れ
た
中
で
、
国
の
財
政
再
建
が
優
先

さ
れ
、先
行
す
る
形
で
行
わ
れ
た
地
方
交

付
税
の
大
幅
な
削
減
が
挙
げ
ら
れ
ま
す
。

　
一
方
的
な
地
方
交
付
税
の
削
減
に
よ

り
、
多
く
の
自
治
体
が
悲
鳴
を
上
げ
て

い
る
の
が
現
状
で
、
地
方
財
政
の
調
整

機
能
も
縮
小
さ
れ
、
地
域
間
格
差
が
広

が
っ
た
と
考
え
ら
れ
て
い
ま
す
。

　
本
市
の
地
方
交
付
税
は
、
平
成
12
年

度
の
57
億
５
千
万
円
を
ピ
ー
ク
に
年
々

減
少
し
、
合
併
年
度
の
平
成
16
年
度
に

は
ピ
ー
ク
時
か
ら
す
る
と
14
億
７
千
万

円
（
約
４
分
の
１
）
の
削
減
と
な
っ
て

い
ま
す
。

　
一
方
、
歳
出
面
で
は
、
高
齢
化
の
進

展
に
よ
る
医
療
や
介
護
経
費
、
少
子
化

対
策
経
費
な
ど
社
会
保
障
に
対
す
る
負

担
が
年
々
増
加
す
る
と
と
も
に
、
平
成

　
年
の
度
重
な
る
台
風
災
害
に
よ
る
復

旧
や
合
併
準
備
に
多
額
の
経
費
を
要
し

て
い
ま
す
。
こ
う
し
た
事
態
に
対
し
て
、

基
金
（
貯
金
）
の
取
り
崩
し
に
よ
り
急

場
を
し
の
い
で
い
た
た
め
、
基
金
残
高

は
乏
し
い
も
の
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　
さ
ら
に
、
減
額
さ
れ
た
地
方
交
付
税

の
代
替
措
置
で
あ
る
臨
時
財
政
対
策
債

の
多
額
な
借
入
れ
を
余
儀
な
く
さ
れ
、

市
債
（
借
金
）
残
高
は
年
々
増
加
し
、

公
債
費
（
元
利
償
還
金
）
も
平
成
18
年

度
に
は
増
加
に
転
じ
て
い
ま
す
。

　
平
成
19
年
度
か
ら
10
年
間
の
「
中
期

財
政
見
通
し
」
を
試
算
し
た
と
こ
ろ
、

今
後
い
っ
そ
う
厳
し
い
財
政
状
況
が
予

想
さ
れ
、
た
ち
ま
ち
平
成
19
年
度
か
ら

多
額
の
財
源
不
足
を
生
じ
る
見
込
み
で

あ
り
、
不
足
す
る
財
源
に
つ
い
て
は
貴

重
な
基
金
か
ら
補
う
こ
と
に
よ
り
対
応

す
る
こ
と
に
な
り
ま
す
。

　
ま
た
、
平
成
20
年
度
以
降
は
さ
ら
に

財
源
不
足
が
大
き
く
な
る
見
込
み
で
、

平
成
22
年
度
ま
で
の
３
年
間
で
約
31

億
円
の
財
源
不
足
と
試
算
し
て
い
ま

す
。

　
今
ま
で
と
同
じ
行
政
運
営
を
続
け
れ

ば
、
す
べ
て
の
基
金
も
底
を
尽
き
、
財

政
赤
字
が
発
生
す
る
こ
と
が
見
込
ま
れ
、

平
成
24
年
度
に
は｢

財
政
再
建
団
体｣

に
転
落
す
る
最
悪
の
事
態
も
想
定
さ
れ

ま
す
。

　
財
政
再
建
団
体
に
な
る
と
、
国
の
監

督
・
指
導
の
下
で
、
行
政
運
営
の
制
限

を
余
儀
な
く
さ
れ
、
財
政
再
建
に
向
け

財政の健全化を
目指して
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財政健全化に向けた具体的な方策
○これまでに取り組んできた財政効果額
 

○平成20年度以降の主な具体的方策
   　 （１）投資的事業の抑制（H20～22年度調整影響額：約7.1億円）
　　    　・事業計画の見直し（事業の延期・縮小・廃止、事業費の平準化）など
    　（２）公営企業会計繰出金の抑制（H20～22年度調整影響額：約3.5億円）
    　　　・病院や診療所の再編、下水道事業資本費平準化債の活用など
    　（３）公債費などの抑制
    　　　・市債元利償還金の繰上償還など
    　（４）人件費の抑制（H20～22年度削減目標額：約2.4億円）
　    　　・職員定員管理の適正化（職員数の削減・H17年度：416人→H19年度：407人→H22年度：386人）など
    　（５）事務事業・内部管理経費の見直し（H20～22年度削減目標額：約4.8億円）
　    　　・事務事業評価による見直し、施設の統廃合・民営化・指定管理者制度導入など
    　（６）各種補助金等の見直し（H20～22年度削減目標額：約1.4億円）
    　　　・各種団体活動補助金・単市給付事業の見直しなど
    　（７）受益者負担の適正化（H20～22年度増収目標額：約1.1億円）
    　　　・使用料・手数料などの見直し（施設使用料、保育料の見直しなど）
    　（８）市税徴収率の向上
    　（９）その他の収入の確保（H20～22年度増収目標額：約0.2億円）
　　　　・遊休未利用地の積極的な処分、企業広告の導入など

年度     効果額
 H17　　約0.4億円
 H18　　約3.1億円
 H19　　約3.8億円
合計　　約7.3億円

●地方交付税の状況
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●財源不足額の推移（中期財政見通し）
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●市債残高・公債費の推移（中期財政見通し）
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●市債残高・公債費の状況
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●基金残高の状況
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